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労働政策研究・研修機構では毎年、韓国労働研究院（KLI）と共催で、日韓両国に共

通する労働政策課題を取り上げて議論し、相互の研究の深化を図ることを目的に「日韓

ワークショップ」を開催している。2011年のワークショップは「長時間労働と労働時間

の短縮施策」をテーマとして 5月 27日に韓国（ソウル）で開催した。 

日本では、年間総労働時間が徐々に減少しているものの、依然として 1700 時間を超え

ており、これは統計の取り方の問題もあるが、明らかに欧州各国に比較して長い労働時

間である。健全な労働力が再生産され、企業や社会全体の成長を促進するためには、仕

事と生活のバランスをとることは重要だが、そのためには、いかに効率よく仕事し、長

時間労働をいかに解消していくかが労働問題の大きな課題となっている。一方、韓国に

おいても、経済状況や労働市場の変化に伴い、長時間労働が日本以上に深刻な状況にあ

る。韓国政府も強い関心を持ち、KLIにおいてもいろいろな角度から研究を進めている。 

以上のような背景の下で行った今回のワークショップでは、両研究機関の研究員が日

韓両国の現状や法整備と課題をこれまでの研究成果に基づいて報告し、日韓の抱える問

題の背景にある文化的・制度的問題や労働時間短縮に向けた有効な施策あり方などにつ

いて意見交換を行った。 

本報告書はワークショップの報告論文を収録したものである。これが今後の両国の労

働時間に関する研究の一助となれば幸いである。 

 

2011年 9月 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 

理事長  山口 浩一郎   
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